	（様式第１－２号）
　委　　任　　状
商号又は
名　　称
私は、
役 職 名
を代理人と定め下記権限を
氏　　名
委任します。
見積・入札・契約締結・物品納入・代金請求・領収の件
委任期間
自　　　　　年　　月　　日
至　　　　　年　　月　　日
　　年　　月　　日
所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


（注）　委任状は、権限を支店長等に委任する場合のみ記入すること。
（様式第１－３号）
見積参加申請書

長崎県登録業者として資格を取得したうえは、当該資格に基づき長崎県が実施する見積に参加したいので、県内支店・県内事業所の従業員数等について以下のとおり報告します。

また、当該資格の有効期間中に県内支店・県内事業所について廃止又は従業員の雇用の実態がなくなった場合は速やかにその事実を資格審査申請事項変更届（様式第５号）により報告します。

なお、本書に記載した内容は事実と相違ないことを誓約します。

	常勤の従業員数
	人


※代表者を除く常勤の従業員数。（パート、アルバイトは含まない。）
　　　　年　　　月　　　日　
長崎県知事　○○　○○　様
所　在　地
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（様式第２号）
	登録番号
	
	
	
	
	


印鑑届
	


弊社（店）が貴県との取引上使用する書類には、すべて上記の印鑑を使用しますので届け出ます。

　　年　　月　　日
長崎県知事　○○　○○ 様
所在地
商号又は名称
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
（様式第３号）
	登録番号
	
	
	
	
	


	口座振替申込書
長崎県知事　○○　○○　様

　　年　　月　　日
長崎県の委託業務に伴い支払われる代金は、すべて次の口座へ振込により受領したいので申し込みます。
所在地
商号又は名称
代表者職氏名
　　　　　　　　　　　　　　
　①随時申請　②定期申請（振込口座変更有り）　③定期申請（振込口座変更無し）
　※上記①～③のいずれかに〇を付ける。①又は②は下記への記入及び金融機関の証明が必要。

	［預金口座］ゆうちょ銀行について記入するときは、記号・番号ではなく、振込用の口座番号を記入してください。記号・番号から口座番号への変換は下記URLのサイトをご確認ください。
https://www.jp-bank.japanpost.jp/kojin/sokin/koza/kj_sk_kz_furikomi_ksk.html

銀行

支店

（
）
出張所
預金
種別
預金種別
１：普通

２：当座

３：別段
口座番号(右詰で記入)

口座名義人
(漢字)

［付記］該当口座がある金融機関が記入する欄
金融機関コード
口座名義人
(カタカナ)

上記のとおり証明します。
　　年　　月　　日
所在地
金融機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(□,印)



	競争入札参加資格変更審査申請書

　　年　　月　　日
長崎県知事　○○　○○　様

所在地
商号又は名称

代表者職氏名
　　　　　年　　月　　日付けをもって決定通知のあった競争入札参加資格について、
次のとおり変更があったので関係書類を添えて変更審査を申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の記載事項は、すべて事実と相違ないことを誓約します。

記

１　変更のあった事項

　　　変更前

　　　変更後

２　変更の理由

３　その他




（様式第６号）
様式第８号
指名停止に関する報告書
年　　月　　日
　長崎県知事　○○　○○　様
所 　在 　地
商号又は名称
代表者職氏名
当社は、下記のとおり指名停止を受けましたので報告します。
なお、指名停止の内容は別添のとおりです。
記
指名停止機関名
指名停止期間　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日
（注）１　この報告書は、指名停止機関（国、地方公共団体、特殊法人等（法律により直接に設立された法人若しくは特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人（総務省設置法（平成11年法律第91号）第４条第８号の規定の適用を受けない法人を除く。）、特別の法律により設立され、かつ、その設立に関し行政官庁の認可を要する法人、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立行政法人をいう。）、地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人及び同条第２項に規定する特定地方独立行政法人をいう。）、地方公営企業（地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第２条第１項に規定する地方公営企業をいう。）又は長崎県の出資団体をいう。））から指名停止を受けた場合、当該指名停止の開始の日から起算して15日（15日目が長崎県の休日を定める条例（平成元年長崎県条例第43号）第１条各号に掲げる休日（以下「休日」という。）に該当する場合は、その翌日(休日を除く。)）以内に長崎県に提出すること。
２　指名停止機関から通知された指名停止文書の写しを添付すること。

